
１月２８日、政府は安全保障会議を開き、アフリカ・ソマリア沖の海賊対策として、自衛

隊法８２条の海上警備行動で海上自衛隊艦艇を派遣することを決め、防衛大臣は海自に準備

指示を発動、護衛艦２隻が３月上旬の出港に向け訓練に入っています。私たちは、憲法に違

反し、自衛隊法にも違反する自衛隊の海外派兵拡大に反対します。

■海賊対策は海上保安庁で
ソマリア海域に出没する海賊は、統一政府

のない分裂したソマリアの国家問題や、こう

した状況を悪用し漁業資源を根こそぎ奪い

取っていく外国漁船の横行、欧州企業による

核・化学廃棄物を含む産業廃棄物の不法投棄

などの理由から収奪行為を余儀なくされて

いるといわれています。今日、必要なことは、

ソマリアの海賊を武力で押さえつけるのでは

なく、背景にあるソマリアの悲劇を解決する

ための経済的・人道的支援に他なりません。

犯罪である海賊を取り締まり、日本船舶の警

護をするのであれば、司法警察権をもつ海上

保安庁を派遣すべきです。

■自衛隊法に違反する派遣決定
派遣根拠とされる自衛隊法８２条の海上警

備行動は、日本国沿岸・領海内の警備行動を

想定する規定です。国会の関与もなく、自衛

隊をソマリア沖に派遣することは、自衛隊法

の趣旨すら著しく逸脱するものあり、隙あらば

自衛隊の海外派兵を既成事実化、拡大しよう

とする目論みに他なりません。

■武力行使に道を開く憲法違反
自衛隊の海上警備行動における武器使用

は、正当防衛・緊急避難に限定されています

が、この制限を超えることが懸念されます。し

かも、海賊対策新法の制定では自衛隊の武力

行使を容認する議論さえ行われています。国

連の「安保理決議 1851」は、ソマリア領土内で

の海賊対策を容認しており、自衛隊の派遣は

憲法が禁止する「武力行使」「戦闘行為」に道

を開くことにつながります。憲法違反を認め

ることはできません。

■自衛隊派遣は直ちに撤回を
政府は直ちに海上自衛隊の派遣準備指示

を撤回し、経済支援など武力によらない平和

な国際貢献を模索すべきです。
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０８年で１１１件の被害
アフリカのソマリア沖（表の

地図参照）では、いわゆる海賊

が外国船舶の襲撃を繰り返して

おり、昨年はタンカー銃撃など

日本船の３件を含む１１１件の

被害が出ています。これに対し

国連は各国に海賊掃討の武力行

使を認める異例の決議をし、事

態はより深刻となっています。

米国やフランス、中国などは既

に護衛の艦船を派遣しています

が、日本政府の自衛隊派遣決定

は、十分な議論もなく「この動

きに乗り遅れまい」とする「派

遣ありき」の姿勢が際立ってい

ます。

仕事を奪われた漁民が

海賊に
ソマリアは２０年に及ぶ内戦

状態で経済は壊滅し、中央政府

が存在しない無政

府状態が続いてい

ます。そのため、沿

岸警備隊が消滅し、

ソマリア沖では欧

米に日本を加えた

大型の外国船によ

る大量違法漁獲が

行われ、加えて、化

学物質、放射性廃棄物などの廃

棄により、沿岸部の漁民の仕事

が奪われ、生計が立てられない

状態に。国民生活は極めて厳し

く、アフリカ諸国の中でも最貧

国に位置づけられています。海

賊行為の多くは、ソマリアの漁

業会社や漁民が、手持ちの漁船

を使って行っているのが現状で

す。生活困窮からの身代金が目

的で、拘束した船員の生命に危

害は加えられていません。

このような原因を考えれば、

単に取り締まりや軍事力による

殲滅などによって問題が解決し

ないことは明らかです。

イエメンの沿岸警備隊

「自衛隊はいらない」
ソマリア沖1200Kmに及ぶ海岸

線に対して、日本船舶の航行は

年間約2,000隻、ソマリアの海賊

が高速艇を使用し神出鬼没でる

ことなどから、警備行動は物理

的に困難であると考えられ、そ

の実効性は疑わしいものといわ

なければなりません。日本を訪

問した、現地の状況を理解する

イエメン沿岸警備隊アルマフデ

ィ作戦部長は、「海上自衛隊の

派遣は高い効果は期待できず、

必要はない。むしろ我々の警備

活動強化への支援が欲しい」と

し、部隊の基地となる港湾の新

設や高速警備艇の導入、海上保

安庁による技術指導などを要請

しています。

９条を持つ日本がなすべきこ

とは、憲法の平和主義に基づき、

非軍事による徹

底した人道支援

協力・経済支援

協力・技術支援

協力を行うこと

に他なりません。

２月１１日…なぜ「建国記念の日」？
戦前、２月１１日は「紀元節」と呼ばれ、子どもたちや教職員は登校し国民をあげてお祝いするこ

とが強制されました。そもそもは「日本書紀」で神武天皇が即位した日とされる神話をもとに明治政

府が制定したもので、侵略戦争を美化し天皇を賛美する象徴的な日とされてきました。敗戦によって

「紀元節」は主権在民を定める日本国憲法に反するとして廃止されました。しかし、１９６７年に時

の自民党単独政権が、国民の反対を押し切って「建国記念の日」として復活させたのです。

愛国心教育を押しつける教育基本法の改悪、間違ったイラク戦争を支持し、防衛庁を「省」に格上

げし「戦う軍隊」を目指すなど、「戦争のできる国づくり」「戦争をする人材づくり」が、現実のもの

になろうとしています。気がついたら「徴兵制」の日本？？？

戦後の繁栄が、国民主権や戦争放棄を定めた日本国憲法のもとでつくられてきたことを考えると、

日本という国の誕生日は５月３日の憲法記念日こそふさわしいと思うのですが…、いかがでしょうか。

日本の過去・現在・未来を見つめなおす日にしよう！

ソマリアの

海賊問題とは？

根本解決には

何が必要？


